
 

平成１９年２月１日 

経 済 産 業 省 

原子力安全・保安院 

 

東京電力株式会社の発電設備における法定検査に係るデータ改ざんに対

する追加の報告徴収について（第４報） 

 

 

東京電力株式会社（以下「東京電力」という。）は、平成１８年１２月５日の電気

事業法及び核原料物質、核燃料物質及び原子炉等の規制に関する法律（以下「原子

炉等規制法」という。）に基づく報告徴収を受け、平成１９年１月３１日に同社の発

電設備における電気事業法及び原子炉等規制法に基づく検査（使用前検査、定期検

査、定期事業者検査、保安検査等の法定検査）（以下「法定検査」という。）に関す

るデータ処理における改ざんの有無について経済産業省（以下「当省」という。）に

対して報告を行いました。 

本件について、当省は、電気事業法及び原子炉等規制法に基づき、新たに確認さ

れた改ざんの詳細な事実関係の調査、原因の究明、再発防止対策等について報告す

るよう追加の指示を行いました。 

当省としては、一連の報告徴収の結果等に基づき、厳正に対処します。 

 

 

１．経緯 

（１）当省は、福島第一原子力発電所１号機（以下「１Ｆ１」という。）において使用

前検査、定期検査及び定期事業者検査に用いる復水器出口海水温度の測定値に関

し、改ざんされたデータが用いられていたことが確認されたことから、東京電力

に対し平成１８年１２月５日に「検査データの改ざんに係る報告徴収について」

をもって次のとおり指示をしたところです。（同日、第１報にて公表済み。） 

①１Ｆ１におけるデータの改ざんについて、その事実関係、根本的な原因及び再

発防止対策を平成１９年１月１１日までに報告すること。 

②東京電力の発電設備に関し、電気事業法及び核原料物質、核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律に基づく検査に関するデータ処理における改ざんの有無

について平成１９年１月３１日までに報告すること。 

（２）平成１９年１月１０日に東京電力から当省に対し上記（１）①に対する報告が

あったところです。（同日、第２報にて公表済み。） 

（３）平成１９年１月３１日に東京電力から当省に対し上記（１）②に対する調査結

果の報告があったところです。（同日、第３報にて公表済み。） 



 

２．当省の対応 

当省は、東京電力から発電設備における法定検査のデータ改ざんに関する調査結

果として、火力発電設備では２発電所３ユニットにおいて２事案の改ざんが、原子

力発電設備では３発電所１３ユニットにおいて７事案の改ざんがあったとの報告

を受け、電気事業法及び原子炉等規制法に基づく報告徴収を以下のとおり、追加の

指示をしました。（別添参照） 

 

（１）原子力発電設備については、今回新たに確認されたデータの改ざんに関して、

各々の詳細な事実関係の調査、原因の究明及び再発防止対策並びに平成１４年

の貴社における総点検において確認できなかった原因の究明について平成１９

年３月１日までに報告すること。 

（２）原子力以外の発電設備については、今回新たに確認されたデータの改ざんに

関して、各々の詳細な事実関係の調査、原因の究明及び再発防止対策について

平成１９年３月１日までに報告すること。 

なお、法定検査に係るデータの改ざんが追加的に見出された場合は、同様にその

事実関係、原因の究明及び再発防止対策を今回の指示の報告に含めること。 

 

当省としては、一連の報告徴収の結果等に基づき、厳正に対処してまいります。 
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検査データの改ざんに係る追加の報告徴収について 

 

平成１９年１月３１日付けをもって「検査データの改ざんに係る報告徴収につい

て」の指示（平成１８年１２月５日付け平成１８・１２・０５原第１号）に対する報

告を貴社より受けましたが、報告により新たな法定検査のデータ改ざんが確認されま

した。 

このため、貴社に対し、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第１０６条第１

項及び第３項並びに核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３

２年法律第１６６号）第６７条第１項に基づき、下記のとおり追加の報告をするよう

指示します。 

 

記 

 

１．原子力発電設備については、今回新たに確認されたデータの改ざんに関して、各々

の詳細な事実関係の調査、原因の究明及び再発防止対策並びに平成１４年の貴社に

おける総点検において確認できなかった原因の究明について平成１９年３月１日

までに報告すること。 

 

２．原子力以外の発電設備については、今回新たに確認されたデータの改ざんに関し

て、各々の詳細な事実関係の調査、原因の究明及び再発防止対策について平成１９

年３月１日までに報告すること。 

 

なお、法定検査に係るデータの改ざんが追加的に見出された場合は、同様にその事

実関係、原因の究明及び再発防止対策を今回の指示の報告に含めること。 


